
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度 業 報 告 書

1 事業の成果

令和 2年度は、COVID‐ 19に よる種々の制限が生じたものの、保健医療の仕組みづくりと人づくり

を通じて、世界の人びとが自ら健康を守ることができる社会の実現を目指 し、ケニア、パプアニュ

ーギニア、シエラレオネ、そして日本を含む 4か国でプロジェク ト、調査、学会発表、広報活動な

どを実施 した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 70,246 】千円)

疋 駅 に記 頭
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

支盃
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千円)

(1)
人口・保健

医療分野に

おける国際

保健医療協

力専門家及
びリーダー

の養成

今年度は該当事業の実施が

なかった。

0

(2)
途上国のニ

ーズに合致

する良質な

国際保健医

療協力技術

協カプロジ

ェク トの形

成と実施

ケニア国のケリチョー県で、

医療 システムが十分に整備

されていない農村地域住民
の健康を守る保健ボランテ

ィアの育成と、幼稚園児たち

の栄養改善をはかる活動を

実施 した。

通年 ケ ニ ア

国 ケ リ

チ ョー

県

10人 保健局、教育

局、農業局職

員、保健ボラン

ティア、幼稚園

児、幼稚園教

員、地域住民

約

66,000

人

45,234

ケニア国のケリチョー県の

小学校とコミュニティで、自

然 と調和 した生活を意識的

に選択できる人材を育て、ア

グロフォレス トリーを普及

する活動を実施した。

2020年
7月 ～

2021年
4月

ケ ニ ア

国 ケ リ

チ ョー

県

5人 保健局、農業

局、森林公社職

員、保健ボラン

テ ィア、小学

生、小学校教

員、地域住民

約

66,000

人 1,242

ケニア国のケリチョー県で、

サ トウキビ栽培農家へのア

グロフォ レス トリー普及活

動を実施 した。

2021年
4月 ～6

月

ケ ニ ア

国 ケ リ

チ ョー

県

3人 農業局、協同組

合局、森林公社

職員、サ トウキ
ビ農家

約

33,000

人

70

パプアニューギニア国のエ

ンガ州で、地域住民が保健の

重要性 を認識するための活

動と、医療が届きにくい地域
へのモバイル クリニ ックが

機能するための活動を実施

通年 プ ア

ユ
~

パ

ギ ニ ア

国 エ ン

ガ州

8人 保健局職員、村

落保健 ボ ラン

ティア、地域住

民

約

30,000

人 19,870



1‐み
し′′し。

シエラレオネ国のカンビア

県で、小学校で子どもたちが

野菜 と一緒にモ リンガの木

を栽培する「モリンガ 0ス ク
ールガーデン」を作り、そこ

で収穫できた野菜 とモ リン

ガの葉を学校給食に加える

ことで子 どもたちの栄養を

改善する活動を実施した。

通年 シエ ラ

レオ ネ

国 カ ン

ビア県

4人 保健 局 、教 育

局 、農 業局職

員、小学生、小

学校教員、地域

住民

約

40,000

人

2,352

(3)
途上国にお

ける総合的

な保健医療

開発に関す

る調査及び

協力方法の

開発

ケニア国のケリチョー県で、
サ トウキビ農家を対象 とし

た、アグロフォレス トリーの

社会経済ベネフィットの調
査を実施した。

通年 ケ ニ ア

国 ケ リ

チ ョー

県

3人 農業局職員、地

域住民

約

33,000

人 651

ケニア国のケリチョー県で、
コロナ禍における若年妊娠
の実態調査を実施 した。

2020 `午

8 ′月 ～

10月

ケ ニ ア

国 ケ リ

チ ョー

県

5人 中学生 、高校

生 、十代 の母

親、十代の子供

のい る母親 と

父親、保健ボラ

ンテ ィア、校

長、副校長、地

域行政官、宗教

リーダー、伝統

的産婆、薬局職

員

160人

175

(4)

国際保健医

療協力に関
わる情報や

資料の作成

と提供

プロジェク トを紹介する紙

媒体、オンライン媒体の製

作、更新、イベントヘの出展

などを行った。

通年 日本 3人 HANDS支援者、

イ ベ ン ト参 加

者、オンライン

媒体 にア クセ

ス した一般 市

民

多数

1

(5)
国際保健医

療協力に対

する理解を

高めるア ド

ボカシー

令和 4年 7月 にオランダで開

催予定の第 12回母子手帳国

際会議を、国際母子手帳委員

会事務局として支援 した。

通年 日本 5人 母子保健 関係

者

約

1,500

人

651

JICAの課題別本邦研修「公衆

衛生活動による母子保健強

化」等において、母子手帳に

関する講義に講師を派遣 し

た。

通年 日本 4人 JICA 課題別本

邦研修参加者

約 30人

国際保健の課題や重要性を、

途上国でのプロジェク ト活

動の知識や経験を通し、学会

発表、イベン トや各種メディ

アを通 して広 く社会に伝 え

た。

通年 日本 7人 学会参加者、イ
ベン ト参加者

多数



(2)その他の事業 (事業費の総費用 【   0】 千円)

疋 駅 に記 頭
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

本年度は実施 しなかった。
ｎ

ｖ



書式第 13号 (法第 28条関係 )

荷造運賃発送費
会議費
通勤交通費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品

令和2(2020)年度 活動計算書 (その他事業が上1生場合)

令和2(2020)年 7月 1日 から令和3(2021)年 6月 30日 まで

事 業 報 告 用

肛II国

84
15,312
90,277

221,460
134,640

単位 :円

470,000

47,866,263

のニーズに な ロ

ク トの形成と実施 事業収益
(2)途上国における総合的な保健医療開発に関する調査及び協力方法の開
発 事業収益
(3)国際保健医療協力に関わる情報や資料の作成と提供 事業収益

(4)国際保健医療協力に対する理解を高めるアボ ドガシー 事業収益

29,354,699

銀行利息・為替差益 2,078

32,135,

役員報酬
法定福利費

0
3,386,001
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通勤・旅費交通費
賃貸料 (り う 。家賃)

印刷製本費
通信運搬具
消耗品 。備品費
修繕費
水道光熱費
広告・イベン ト開催費
外注・委託費
支払手数料
研修費
諸謝金
租税公課

費
費

損
却
雑

差
償
他

替
価

の

為
減

そ
1,509,142

461,

当 ｎＯ

Ａ
Ｖ

民
υ

０́



備品事務費
光熱給水費
新聞図書費
諸会費 ７

８

３

０

１

０

３

１

２

０

５

０

０

　

８

８

８

３

８

３

諸手数料
印刷製本費
諸謝金
地代家賃
租税公課

…

〔,

覇 経 営 外 口 壼 額 C 同

0+0
法人税、住民税及び事業税
前期繰越正味財産額  ・・

・・・④
⑤ -10_752_897



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和2(2020)年度 貸借対照表
令和3(2021)年 6月 30日 現在

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 HANDS

金  額 小計・合計

現金預金

事業未収入金

前払費用

70,645,623

8,982,841

574,191

車両運搬具

口
ｍ

3,022,814

1

【A】 資 産 合 計 ①+② 83,225,

未払金

預 り金

前受金

4,482,618

317,101

43,053,380

11,500,000

債 合 計 ③+④

【

59,353.

前期繰越正味財産額 -10,752,897

当期正味財産増減額 34,625,268

味 財 産 合 計

【B-2】 正 味 財 産 の 部

23,872,371

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 83,225,



16

令和2(2020)年 度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人HANDS

重要な会計方針

計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)

によっています。

(1)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。

(2)消費税等の会計処理

消費税の会計処理は、税込方式によっています。

2.事業別損益の状況

8

科 目 プロジェクトの形
成と実施事業

1,007,

3,982,

47,866,

29,147,

31,482,199

3,312,476

497,645

624

事業部門計 管理部門 合計

3,

ｎ
ｖ

６
０

3

ｎ
ｖ

Ａ
ｕ

ｎ
ｖ

Ａ
υ

ｎ
ｖ

調査及び協力方 情報や資料の作 アボ ドガシー事

206,770

620

001

81

594,

22,335,

594,

23,346,

3,982,

49,146,

29,354,

357,322

66,936

0

32,493,137
3,452,937

509,968

296,

6,

12,

357,324

66,935

0

1,011,000

3,982,622

49,146,

29,354,

32,135,

3,386,

509,

35.568.944 315.205 439,573 1 36.3愛 722 439.570 36.763.292

468,527

82,5

90,

561

604
174

85,

221,

134,

107,

1,

633,

167,

1,336,

130,441

5,750,674
2,988,886

324,166

901,976
650,355

2,092,661

289,910

1,320

70,936

425,338

1,668,495

1,550,565

1,171,961

6,665,292

1,866,730

1,509,142

461,414

1,000,867

7.729.967

37.251.096
74.014.388

2,906,

324,

816,

428,

1,957,

182,

70,

425,

1,035,

1,550,

1,004,

6,665,

530,

1,509,

461,

532,

166
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895

819
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0
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130,357

5,660,397

12,

42,

2,

109,172

5,480,803

2,774,799

324,

816,

412,

1,942,

182,

425,

911,

1,550,

991,

1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.補助金収入
5.事業収益
6.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

法定福利費

福利厚生費

通勤交通費

人件費計
(2)そ の他経費

交際費・会議費

旅費交通費
賃借料 (リ

ース・

保険料
印刷製本費
通信運搬費
消耗品・事務備品費

水道光熱費

新聞図書費
広告宣伝費

修繕費

諸謝金

外注・委託費

諸手数料・諸会費
研修費

租税公課

減価償却費

雑費・雑損失

為替差損

その他事業費
その他経費計

経常費用計

13.060.533 628.829 -88 -440.042 13.248.434 21.376.834 34_625_268



3.使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は 23,872,371円 ですが、その うち 727,256円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は 23,145,115円 です。

4.固定資産の増減内訳

5.借入金の増減内訳

6.役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

7 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項
・ 事業費と管理費の按分方法

一般管理費の給料手当 。法定福利費・通勤交通費・地代家賃の20%を 事業 4部門に按分 しています。
。 その他の事業に係る資産の状況

備 考内 容 期首残高 E罰Fi]]E勤厖:ヨ 当 所盟Σ:日 期末残高

727,256

330,706

0

0

108,150

750,000

900,000

1,749,558

1,280,000

475,000

108,064

33,339,817

14,526,446

0

438,856

750,000

900,000

1,749,558

1,280,000

475,000

108,064

33,339,817

14,526,446

727,256

0

0

0

0

0

1_057_96, AR_9R7_0■5 53_567_741 7,7_956

1回母子手帳会議寄付金等

シエラレオネ指定寄付

シエラレオネ助成金
テルモ生命科学振興財団

シエラレオネ助成金
公益信託アフリカ支援基金

ケニア助成金 (ト ヨタ

自動車株式会社)

ケニア助成金

ケニア助成金

ケニア助成金 (公益社団法人

日本国際民間協力会NICCO)

ケニア補助金 (2次 )

(在ケニア日本国大使館)

ケニア補助金 (3次 )

(在ケニア日本国大使館)

日本基金 )

日本基金)

残高は次回会議への使途に制約。

事業年度は4月 ～3月

前期前受金 7m,αЮ円

前期前受金 900,000円

前期前受金 1,749,5田円

助成期間は4月 ～翌年9月 前期助成金の入金総額は1,αЮ,000円

前期ケニア政府の調査許可選延ため、全額前受金とし、

当期増加額との差額の 320,αЮ円は、今期前受金として

貸借対熙表に計上しています。

助威期間は4月 ～翌年3月 今期助成金の入金総額は1,900,α Ю円

当期増加額との差額1,425,α Ю円は前受金として貸借対照表

に計上しています。

今期助成金の入金総額は108,004円

今期補助金の入金総額は USD506.536

当期増加額〈USDl∞,4m)と の差額 USD376,∝ 6は前受金として

貸借対熙表に計上しています。

前期前受金 USD240,389

科 日

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

合計

5,905,77

４

ニ4

8,928,588 8,928,588

880

3,022,814

1

831合計

科 目
計算書類に計
上された金額

内、役員との

取引

内、近親看及
び支配法人 と

の取弓|

594,000

23,346,748

32.236.620

25,000

12,607,250

1.800.000
56.177.368 14.432.250

1 000 1

11.500.000 1.000.000 10.500.000

(活動計算書)

受取会費

受取寄付金

給与手当
活動計算書計

(貸借対照表)

短期借入金

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和2(2020)年度 財産目録
令和3(2021)年 6月 30日 現在

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人HANDS

6月 分給与 。通勤交通費等
6月 分社会保険料
パプア事業給与
ケニア事業清算未払金
未払消費税

個人正会員会費他
ケニア事業前受金 日本基金)

10,

1,745,

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 59,353,

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 23,872,371

121,0〈)7

“

ドル (東京)

カメルーンフラン(東京)

ケニアシリ

89,495
1,430

1,077,456
77.272 1.245.653

15_665_549

４５５

４０５
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３２

　

　

９２

　

‐５

　

４

‐８

　

２

53.529.141

8.982.841 8.982.841

三菱UFJ銀行 本郷支店
三菱UFJ銀行 本郷支店
ケニア・absa銀行 ケリチョー支店
ケニア・absa銀行 ケリチョー支店
ケニア・ absa銀行 クリチョー支店
ケニア・ absa銀行 ブニャラ。ロー ド支店
ケニア・ absa銀行 クリチョー支店
ケニア・ absa銀行 ケリチョー支店

ゆ
ゆ

つ ちょ銀行 本郷三郵便局
ちょ銀行 振替口座
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ケ ニ ジェロ 。lttZDttT-50) 1,929,

【A】 資 産 合 計 ①+② 83.225,47C



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和3年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

盤1盤1墜1憂墜|コ!塗,人|四1墜」1量!上!堕1璽ユ!堅1山|四1饉

Se=ViO_

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

睡憂]・
監事

ヨコタマサシ 令和2年 7月 1日

令和3年 6月 30日

年  月  日

年  月  日横田 雅史

９

“ 睡憂]・
監事

リ セツコ 令和2年 7月 1日

令和3年 6月 30日

年

年

月   日

月 日李 節子

う
０ 睡憂]・

監事
カミヤ ヤスヒコ 令和2年 7月 1日

令和3年 6月 30日

年

年

月   日

月 日神谷 保彦

■
４ 睡亜]・ 監事

トヨカワ ノリコ 令和2年 7月 1日

令和3年 6月 30日

年

年

月

月

日

日豊川 紀子

5 睡憂]・ 監事
フシ

゛
イ チエミ 令和2年 7月 1日

令和3年 6月 30日

年

年

月   日

月 日藤井 千江美

6 理事・匡ヨ
タナカ テツシ

゛
令和2年 7月 1日

令和3年 6月 30日

年  月  日

年  月  日田中 徹二

7 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年 月 日

8 理事 。監事

年 月

月

日

日年

年

年

月

月

日

日

9 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事

年  月  日

年 月 日

年

年

月   日

月 日



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人Ш鯉旦」ヒ」.世壼廻止堕墜菫!堅壁!堕至n:二in藍

氏   名

陵田 雅史

2 版東 あけみ

3 寺田 美和

4 高橋 和枝

5 菅原 康俊

6 神谷 保彦

7 加藤 誠治

日 風間 春樹

9 大西 真由美

10 ′ヽ田 早恵子

11 太田 慶子

12


